
（平成２２年７月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

厚生年金関係 24 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本厚生年金 事案 479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、平成 17年４月１日から 18年 11月１日までの期間について、そ

の主張する標準報酬月額（20 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月

額に係る記録を 20万円に訂正することが必要である。 

また、平成 15 年 12 月 29 日について、その主張する標準賞与額（17 万円）、

16 年 12 月 24 日、17 年８月 31 日、同年 12 月 26 日及び 18 年８月 10 日につ

いて、その主張する標準賞与額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、15 年 12 月 29 日

の標準賞与額を 17 万円に、16 年 12 月 24 日、17 年８月 31 日、同年 12 月 26

日及び 18年８月 10日の標準賞与額を 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額及び標準賞与額（訂正前

の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）に基づく厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年４月１日から 18年 11月１日まで 

             ② 平成 15年 12月 29日 

             ③ 平成 16年 12月 24日 

             ④ 平成 17年８月 31日 

             ⑤ 平成 17年 12月 26日 

             ⑥ 平成 18年８月 10日 

私がＡ社に勤務していた期間のうち、平成 17年４月１日から 18 年 11月

１日までにおける標準報酬月額並びに 15 年 12 月 29 日、16 年 12 月 24 日、

17 年８月 31 日、同年 12 月 26 日及び 18 年８月 10 日における標準賞与額

について、年金事務所の記録と実際の給与及び賞与の額に相違があるので、

正しい金額に訂正してほしい。 

 

 



第３ 委員会の判断の理由 

給与支払明細書から、申立人は、申立期間のうち、平成 17 年４月１日から

同年７月１日までの期間及び同年８月１日から 18 年 11 月１日までの期間に

ついて、その主張する標準報酬月額（20 万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、平成 17 年７月１日から同年８月１日までの期間に

ついては、申立人の厚生年金保険料の控除額を確認できる資料は無いが、同

年７月分及び同年９月分の給与支払明細書における控除額に基づく標準報酬

月額はいずれも 20 万円であるため、これらの控除額に基づく標準報酬月額と

同じ 20万円に訂正することが妥当である。 

さらに、賞与支払明細書から、平成 15年 12 月 29日について、その主張す

る標準賞与額（17 万円）、16 年 12 月 24 日、17 年８月 31 日、同年 12 月 26

日及び 18 年８月 10 日について、その主張する標準賞与額（30 万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、平成 17年４月１日から 18年 11月１日までの期間に係る報酬月額及

び 16年 12 月 24日に係る賞与を実際の報酬月額及び賞与額より低く届け出た

ことを認めている上、15 年 12 月 29 日、17 年８月 31 日、同年 12 月 26 日及

び 18 年８月 10 日に係る賞与の届出を行っていないことを認めており、その

結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額及び標準賞与額に見合

う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



熊本厚生年金 事案 480 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を４万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、４万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 482 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 27万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、27 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 483 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 484 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 38万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、38 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 486 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を５万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 487 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 488 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 489 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 492 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を４万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、４万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 493 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 494 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 10万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 496 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を４万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、４万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 60万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、60 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 498 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 499 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 501 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



熊本厚生年金 事案 502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 26日              

    平成 19年 12 月 26日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されて

いるにもかかわらず、Ａ社が賞与支払届の提出を遅延したため、年金額の

計算に反映されなくなってしまっているので、申立期間の標準賞与額につ

いて、年金額に反映されるよう措置してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成 19年 12月 26日に支給された賞与に係る支給控除一覧

表から、申立人は、２万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後に年金事務所に提出していることから、年金事務所は、

申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



熊本国民年金 事案 556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年１月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から 49年３月まで 

    20 歳になったときに役場から通知が来たので、義父が国民年金の手続を

行い、夫の国民年金保険料と一緒に地区の集金人に納付していた。 

    夫の国民年金保険料は納付済みとなっているのに、私の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になったときに申立人の義父が申立人の国民年金

の加入手続を行い、申立人と夫の国民年金保険料を地区の集金人に納付して

いたと主張しているが、申立人自身は申立期間の国民年金保険料の納付に関

与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする申立人の義父は既に死

亡しており、申立人の国民年金加入手続及び保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 49 年７月 31 日に払い出され

たと推認されることから、その時点では、申立期間の保険料は市町村では収

納できない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

   さらに、昭和 49 年４月から同年９月までの６か月分の国民年金保険料につ

いては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される 49 年７

月 31 日に夫の保険料と一緒に納付されていることがＡ町の国民年金被保険者

名簿により確認できるが、申立期間に係る夫の保険料が納付された時期は、

申立人の国民年金手帳記号番号が払い出される前であることから、申立期間

の保険料について、夫の保険料と一緒に地区の集金人に納付していたという

主張には不自然な点がみられる。 

加えて、申立人の義父が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこ



とを示す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本国民年金 事案 557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年２月から 49 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年２月から 49年５月まで 

    昭和 48 年２月に会社を退職して、Ａ町で国民年金と国民健康保険に加入

し、国民年金保険料を集金人に納付していた。領収書は引っ越しの際に処

分した。申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年２月に国民年金に加入して、国民年金保険料を集金人

に納付したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 56 年４月に

Ａ町において払い出されており、申立人が所持する年金手帳の初めて被保険

者となった日及び同町が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿の資格

取得日が、56 年３月 20 日（オンライン記録では、平成 15 年 10 月 14 日に昭

和 56 年３月 21 日と訂正済み）と記載されていることから、申立期間は、国

民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる上、申立人に

対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。     

   また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本厚生年金 事案 503 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年４月 15日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 35年８月 24日から 36年４月８日まで 

             ③ 昭和 36年７月１日から 37年５月８日まで 

             ④ 昭和 37年９月 12日から 38年８月 18日まで 

             ⑤ 昭和 38年８月 19日から 42年３月 19日まで 

    年金記録によると、昭和 42 年８月９日に脱退手当金が支給決定されてい

るが、私は、Ａ社を退職する際に、総務の担当者から脱退手当金の説明を

受けたが、また働くかもしれないと思って手続しなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間に係る脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失

日から約５か月後の昭和 42 年８月９日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる証言、関

連資料は無く、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 504 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年５月１日から 35年 12月１日まで 

    私は、申立期間のうち昭和 33 年を含んだ前後の２年又は３年程度の期間

Ａ事業所に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。

申立期間に勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が名前を挙げた同僚のうち３人については、Ａ事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に氏名の記載があることから、申立人が３人の同僚

と同時期に同事業所に在籍していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、申立人による勤務の時期に関する記憶は明確ではなく、申立人と

同一の寮に居住していたとする者２人を含む申立期間にＡ事業所に勤務して

いることが確認できる 14 人についても、いずれも申立人を記憶していないた

め、申立期間における申立人の勤務実態や給与からの厚生年金保険料の控除

の有無について確認できる関連資料や証言を得ることはできない。 

   また、申立人と同様にＡ事業所で勤務していた者の中には、厚生年金保険

の加入記録を確認できない者や勤務期間に対して厚生年金保険の加入期間が

短いと証言する者がいることから、当時、同事業所は必ずしもすべての従業

員を厚生年金保険に加入させておらず、厚生年金保険に加入させた者につい

ても、必ずしもすべての勤務期間を加入させる取扱いではなかったことがう

かがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 
   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 28日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 59 年４月から勤務していたＡ社を退職する際、会社から言わ

れて残った有給休暇を使ったため、最後の出社日は 62 年３月 31 日ではな

かったものの、在職期間が３年に満たないと退職金が支払われないという

社内規則があったことから、同年３月 31 日付けで辞表を提出し、退職金を

受け取った。しかし、申立期間に係る厚生年金保険の記録が確認できない

ので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及びＡ社が保管する社員名簿により、申立人

が退職した日は、昭和 62年３月 28日であることが確認できる。 

また、Ａ社が保管する申立人に係る昭和 62 年の給与支払報告書に記載され

た社会保険料の控除額５万 806 円は、３か月分の厚生年金保険料及び健康保

険料に雇用保険料を加えた金額とおおむね合致する上、当該事業所は、当月

の厚生年金保険料を翌月の給与から控除していることから、控除されている

保険料は、61年 12月から 62年２月までの分と推認できる。 

さらに、事業主は前述の資料以外に申立人の申立期間における厚生年金保

険料の控除を確認できる資料を保存しておらず、当時の経理担当者等からも

証言を得られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 506 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月 15日から 47年８月 15日まで 

    私は、Ａ社に昭和 45 年４月１日から 47 年８月 12 日（昭和 47 年８月 13

日から同年８月 15 日までは盆休みであった。）まで勤務していたが、厚生

年金保険被保険者期間は 46 年８月 15 日までとなっている。申立期間につ

いて勤務していたことは間違いないので厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、継続して勤務していたと主張するものの、

申立期間に係る雇用保険の加入記録は確認できない上、申立期間当時の同僚

に照会を行っても、申立期間におけるＡ社の勤務実態を推認できる証言は得

られない。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、給与台

帳等の関連資料は無く、事業主も申立人の勤務期間については不明と回答し

ている上、当時の経理担当者は厚生年金保険の加入時期や勤務期間に対する

厚生年金保険の加入期間の取扱いは従業員によって同じでなく、統一されて

いなかったと証言しており、申立人の申立期間における給与からの厚生年金

保険料の控除について、関連資料や具体的な供述等を得ることはできなかっ

た。 

このほか、申立人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


